





























































































































































































































































































































































































































17 最判平 14・1・17民集 56巻 1号 20頁。この判例については、次の文献参照。佐久間毅「公
共工事の前払金保証制度の下での前払金支払と信託契約の成立」『ジュリスト平成 14年度重要
判例解説』73頁以下；安永正昭「預かり金の預金口座の差押え等と信託成立の抗弁」『信託及
び資産の管理運用制度に関する法的諸問題・トラスト 60研究叢書』（関西信託研究会）所収。
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点が約定されていた。① Aは前払金を Y1が指定する金融機関に別の普通預金
口座を設けてそこに預け入れること。② Aは、当該金融機関が前払金を適正
な使途に用いることを確認できた場合にのみ、普通預金からの払出しが認めら
れること。③ Y1は、前払金の使途を監査するため、Aの書類・事務所・工事
現場等を調査できること。④ Y1は前払金が適正に使用されていないと認める
ときは、金融機関に払出しの停止等の処置を指示できること。Aは前払金のた
めの金融機関 Y2（被告）に口座を開設し、Bから前払金の振込を受けて普通
預金をした。ところがその後、Aの営業停止により、本件工事の続行が不可能
となったため、Bは請負契約を解除した。Aが Bに対し、前払金の返還をし
なかったため、Y1は Bに対し保証債務を履行した。間もなく Aは破産し、破
産管財人 X（原告）は、当該普通預金債権は破産財団に帰属すると主張した。
すなわち、Y1に Xが預金債権の債権者であることの確認を求め、他方、Y2
に当該預金の払い戻しを求めた。
　最高裁は、次のように述べて、原告の訴えを認めなかった。「本件前払金が
本件預金口座に振り込まれた時点で、Bと Aとの間で、Bを委託者、Aを受
託者、本件前払金を信託財産とし、これを当該工事の必要経費の支払いに充て
ることを目的とした信託契約が成立したと解するのが相当である。……そし
て、本件預金は、Aの一般財産から分別管理され、特定性をもって保管されて
おり、これにつき登記、登録の方法がないから、委託者である Bは、第三者
に対しても、本件預金が信託財産であることを対抗できる……」と。
　種々の預かり金、例えばテニス・クラブの会計係が管理する預金や現金も、
信託法 3条の定義に該当する限り、「信託」の表示がなくても、信託と扱われ
るべきである。
Ⅶ　遺　言
　信託は、遺言によっても成立しうる（遺言信託 18）。すなわち、特定の者 T
に対し財産の譲渡、担保権の設定その他の財産の処分をする旨、ならびに T
が一定の目的に従い財産の管理・処分およびその他の当該目的の達成のために
必要な行為をすべき旨の遺言による方法である（3条 2号）。信託は遺言の効
力発生時（すなわち遺言者死亡時）にその効力を生ずる（4条 2項）。遺言に
よって受託者に指定された者 Tが信託を引き受ければ問題ないが、態度を保
留する場合には、利害関係人（例：受益者・相続人）は、Tに対し、相当の期
間を定めて、信託の引受けをするかどうかを確答すべき旨を催告することがで
18 銀行実務でいう「遺言信託」は、これとは異なり、単に遺言書の保管等をするものにすぎ
ず、必ずしも相続に関して信託スキームを用いるものではない。
140　　植田　淳
きる（5条 1項）。催告に対して Tが確答しない場合は、信託の引受けをしな
かったものとみなす（5条 2項）。Tが信託を引き受けない場合には、裁判所
は、利害関係人の申立てにより、受託者を選任することができる（6条 1項）。
遺言において、受託者が指定されていない場合も同様である。なお、このよう
な場合、信託は成立し効力を生じているが、受託者が選任されるまで不在とい
う、変則的状況になる。
Ⅷ　信託宣言
　現行信託法の特長は、旧信託法と異なり、信託宣言による自己信託の設定が
可能になったことである。英米信託法では、信託宣言が広く認められているに
もかかわらず、わが旧信託法は、これを認めなかった。
　現行法の設定方法は、次の通りである。特定の者 Tが一定の目的に従い、T
の有する一定の財産の管理・処分・その他当該目的の達成のために必要な行為
を T自らすべき旨の意思表示を公正証書その他の書面または電磁的記録 19で、
当該目的・当該財産の特定に必要な事項等を記載・記録したものによって設定
する方法である（3条 3号）。信託の効力発生時期は、公正証書による場合に
は、その作成時（4条 3項 1号）、公正証書以外の場合は、受益者（複数の場
合はその 1人）への確定日付ある信託に関する通知時である（同項 2号）。
　信託宣言にこのような厳格な方式が求められるのは、執行免脱のために信託
宣言が悪用される可能性があるからである。強制執行を受ける段になって、既
に信託宣言をした旨の抗弁がなされることが危惧される。公正証書や確定日付
ある証書ならば、日付を遡らせて執行免脱を図ることを封ずることができるの
である。
Ⅸ　おわりに
　筆者は、信託法改正前から、信託宣言導入の必要性を強く主張してきた 20。
今般の信託法改正によって、ようやくわが国も、この点でグローバル・スタン
ダードに適合した信託法をもつに至ったといえよう。しかし、比較法的にみ
て、ややその手続が厳格すぎるように思われる。確かに執行免脱防止のために
は、公正証書等の確かな証拠力をもつ書面が要求されよう。しかし、問題の核
心は、信託宣言時が人為的に遡及され、それによって強制執行等が不当に害さ
19 電子的方式、磁気的方式、その他、人の知覚によっては認識することができない方式で作
られる記録であって、電子計算機による情報処理の用に供されるものとして法務省令で定め
るもの（3条 3号）。
20 植田淳「信託宣言について」『信託及び資産の管理運用制度に関する法的諸問題・トラスト
60研究叢書』（関西信託研究会）所収。
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れることである。そうであるならば、たとえ法定の方式を欠いていたとして
も、強制執行より前に信託宣言がなされたという客観的証拠がある場合には、
解釈による努力によって、信託宣言を有効と認め、自己信託の成立を認めても
差し支えないと思われる。このような問題については、別の機会により深く論
じたい。
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